
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｉ５２．輸入貨物許可承認等実績データ 
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１．業務概要 

通関業者が取り扱った前月分輸入貨物の以下の実績件数を税関官署別に提供する。 

（１）以下の手続き（以下、「輸入申告等」という。）の許可・承認実績件数 

①輸入申告（輸入許可前貨物引取（以下、「ＢＰ」という。）承認申請を含む。） 

②輸入（引取）申告（特例委託を含む。） 

③蔵出輸入申告（ＢＰ承認申請を含む。） 

④移出輸入申告（原料課税となる申告を含む。ＢＰ承認申請を含む。） 

⑤総保出輸入申告（原料課税となる申告を含む。ＢＰ承認申請を含む。） 

⑥蔵入承認申請 

⑦移入承認申請 

⑧総保入承認申請 

⑨展示等申告 

（２）コンテナ扱い、本船扱い及びふ中扱いとなった輸入申告等の実績件数 

（３）検査扱いとなった輸入申告等の検査種別単位の実績件数 

（４）特例申告の実績件数（特例委託を含む。） 

（５）修正申告（特例修正申告を含む。）の実績件数 

（６）関税等更正請求の更正実績件数 

（７）保税運送申告の承認実績件数 

（８）以下の貨物取扱等の取扱実績件数 

①内容点検 

②その他の手入れ 

③改装 

④仕分け 

⑤仕合わせ 

⑥見本の展示 

⑦簡単な加工（例示あり） 

⑧簡単な加工（例示なし） 

⑨その他これらに類する行為 

⑩見本持出 

（９）他所蔵置許可申請の許可実績件数 

 

２．提供概要 

（１）周期  ：月次 

（２）出力先 ：通関業 

（３）出力単位：利用者単位 

（４）出力形態：配信 

（５）出力媒体：－ 

 

３．作成処理 

（１）収集処理 

輸入申告ＤＢ、移出輸入申告ＤＢ、修正申告ＤＢ、関税等更正請求ＤＢ、本船・ふ中扱い承認申請Ｄ

Ｂ、保税運送申告ＤＢ、貨物情報ＤＢ及び他所蔵置許可申請ＤＢより以下のいずれかに合致するデータ

を収集する。 
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（Ａ）輸入申告等許可・承認データ 

許可・承認年月日が前月のもの。 

ただし、予備申告・申請のデータは許可・承認の時点で収集する。 

なお、輸入（引取・特例）申告については、輸入（引取）許可に係るデータを収集する。*１ 

（＊１） 輸入（引取・特例）申告については、「（Ａ）輸入申告等許可・承認データ」及び「（Ｂ）特

例申告データ」両方の収集条件に合致した場合、それぞれのデータとして計２件収集される。 

（Ｂ）特例申告データ 

特例申告年受理月日が前月のもの。 

なお、輸入（引取・特例）申告については、特例申告に係るデータを収集する。*１ 

（Ｃ）修正申告データ 

修正申告年月日が前月のもの。 

（Ｄ）関税等更正請求データ 

審査終了年月日が前月のもの。 

（Ｅ）保税運送承認データ 

承認年月日が前月のもの。 

（Ｆ）貨物取扱等データ 

①貨物取扱登録、貨物取扱許可または見本持出許可が前月に行われたもの 

ただし、貨物取扱許可申請に伴う貨物取扱登録を行った場合は、収集しない。 

②貨物取扱登録、貨物取扱許可及び見本持出許可の取消しが前月に行われたもの。 

（Ｇ）他所蔵置許可申請データ 

①他所蔵置許可年月日が前月のもの。 

②他所蔵置取消年月日が前月のもの。 

（２）計上処理 

（Ａ）輸入申告等許可・承認件数 

輸入申告等許可・承認データについて、以下の通り計上する。 

①申告等種別別、大額・少額別、申告納税・賦課課税別、有税・免税・無税別及び通常申告・予備申

告別に件数及びつづき枚数を計上する。 

②コンテナ扱い件数、本船扱い件数及びふ中扱い件数の件数を計上する。 

③検査扱いとなった輸入申告等の検査区分別及び通常申告・予備申告別の件数を計上する。 

④ＢＰ承認については、ＢＰ承認の件数及びつづき枚数にのみ計上する。 

⑤ＭＤＡ貨物については除く。 

（Ｂ）特例申告件数 

特例申告データについて、有税、免税、無税別に件数を計上する。 

（Ｃ）修正申告件数 

修正申告データについて、件数及びつづき枚数を計上する。 

（Ｄ）関税等更正請求件数 

関税等更正請求データについて、件数及びつづき枚数を計上する。 

（Ｅ）保税運送申告承認件数 

保税運送申告承認データについて、件数を計上する。 

ただし、包括保税運送承認されたデータは収集されない。 

（Ｆ）貨物取扱等件数 

貨物取扱等データについて、貨物取扱等種別別及び登録・取消別に件数を計上する。 

（Ｇ）他所蔵置許可申請件数 

他所蔵置許可申請データについて、登録・取消別に件数を計上する。 

（３）編集処理 
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（Ａ）システムに要出力として登録されている利用者の場合のみ出力する。 

（Ｂ）ソート条件は以下の順とする。 

あて先官署コード 

（Ｃ）データが存在しない場合は、「データ有無識別」に「０」を設定し、その旨を送付する。 

（Ｄ）管理資料情報出力イメージは、「ＣＳＶ電文フォーマット」を参照。 

（Ｅ）出力項目の詳細は、「出力項目表」を参照。 

 


